
第二号第一様式

　　事業活動計算書

(自　平成31年4月1日　　至　令和2年3月31日)　　(単位:円)

勘定科目 決算

サ 収 就労支援事業収益 5,381,132
｜ 益 障害福祉サービス等事業収益 43,144,619
ビ 経常経費寄附金収益 72,100
ス サービス活動収益計(1) 48,597,851
活 費 人件費 33,336,359
動 用 事業費 4,693,606
増 事務費 5,115,776
減 就労支援事業費用 5,372,192
の 減価償却費 3,945,106
部 国庫補助金等特別積立金取崩額 △2,176,704

サービス活動費用計(2) 50,286,335

△1,688,484
サ 収 受取利息配当金収益 10,042
｜ 益 その他のサービス活動外収益 95,685
ビ

ス

活

動

外

増 サービス活動外収益計(4) 105,727
減 費 支払利息 93,750
の 用 サービス活動外費用計(5) 93,750
部 11,977

△1,676,507
特 収

別 益 特別収益計(8)

増 費 固定資産売却損・処分損 2
減 用 国庫補助金等特別積立金積立額 220,000
の 特別費用計(9) 220,002
部 △220,002

△1,896,509
繰 38,002,942
越 36,106,433
活

動 1,163,257
増 1,172,197
減

差

額

の

部 36,097,493次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

基本金取崩額(14)

その他の積立金取崩額(15)

その他の積立金積立額(16)

前期繰越活動増減差額(12)

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

経常増減差額(7)=(3)+(6)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)


